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第１章 基本計画概要

１ 現行計画策定の経緯

一般廃棄物処理基本計画は，廃棄物の処理及び清掃に関する法

律（昭和 45 年法律第 137 号。以下「廃掃法」という。）に基づき，

一般廃棄物の処理に関する基本的事項について定めるものです。

本市では，「廃棄物の減量その他その適正な処理に関する施策

の総合的かつ計画的な推進を図るための基本的な方針」（平成 22

年 12 月 環 境 省 告 示 第 130 号 。） や 「 第 ８ 次 千 葉 県 廃 棄 物 処 理 計

画」（平成 23 年３月策定）など，各種上位計画等との整合を図り

ながら，平成 24 年 ３月に「柏市一般廃棄物処理基本計画＜スリ

ムかしわ ～豊かな環境の承継のために～＞（以下「現行計画」

という。）」を策定し，一般廃棄物の排出の抑制，適正な処理等に

取り組んで参りました。

２ 現行計画中間見直しの趣旨

本市においては，人口が増加している一方では，市内のごみの

排出量は減少傾向で推移し，市民１人１日当たりの排出量（排出

原単位）も減少しています。なお，本市の排出量の減少傾向は，

千葉県，全国平均に比しても大きく推移しています。

このようなことから，ごみの減量化や資源化に関する市民意識

は，確実に向上してきていると思われますが，現在，市内におい

て焼却灰を埋立て処分するための最終処分場を保有していないこ

とから，これまで以上に３Ｒ，特に発生抑制と再使用を優先した

ごみとなるものを減らす取組みを展開し，循環型社会への転換を

推進していく必要があります。

また，近年の社会環境情勢の変化等により，市をとりまく財政

状況は益々厳しくなり，清掃行政についても，最小経費で最大効

果を上げることが求められています。

このような中，現行計画の策定後，関連する計画等である国の

「環境基本計画」「循環型社会形成推進基本計画」「廃棄物処理
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法基本方針及び廃棄物処理施設整備計画」「千葉県廃棄物処理計

画 」 並 び に「 柏 市 第 五次 総 合 計 画 」 「 柏 市 環 境基 本 計 画 」 及 び

「柏市地球温暖化対策計画」が改定されました。

更に，現行計画では，廃棄物を取り巻く環境の変化を考慮して

おおむね５年ごとに見直することとしていることから，今回，現

状とこれまでの施策を検証し，平成 29 年 度以降の排出原単位の

目標等を定めるため，中間見直しをするものです。

３ 位置付け

市町村においては，廃掃法の規定により，その区域内の一般廃

棄物の処理に関する計画を定めなければならないとされています。

柏市一般廃棄物処理基本計画は，長期的・総合的な視点で廃棄

物処理を進めるために，「柏市第五次総合計画前期基本計画」に

即して，策定するものであり，ごみの発生抑制，減量・資源化，

収 集 運搬 ， 中 間 処理 及 び 最 終処 分 等 を 定め た 「 ご み 処理 基 本 計

画」と，し尿，汚泥及び生活雑排水の処理・処分を定めた「生活

排水処理基本計画」とで構成された，柏市の一般廃棄物処理に関

する最上位計画となります。

【ことばの解説】一般廃棄物
産業廃棄物以外の廃棄物。一般廃棄物は「ごみ」と「し尿」に分類されます。
また，「ごみ」は，商店・オフィス・レストランなど事業活動によって生じた「事業系

ごみ」と一般家庭の日常生活に伴って生じた「家庭ごみ」に分類されます。

【ことばの解説】循環型社会
大量生産・大量消費・大量廃棄型の社会に代わるものとして提示された概念。循環型

社会基本法では，第一に製品等が廃棄物等となることを抑制し，第二に排出された廃棄
物等についてはできるだけ資源として適正に利用し，最後にどうしても利用できないも
のは適正に処分することが徹底されることにより実現される，「天然資源の消費が抑制さ
れ，環境への負荷ができる限り低減された社会」とされています。

【ことばの解説】３Ｒ（スリーアール・さんあーる）
循環型社会形成推進基本法で示されたごみ処理の優先順のうち，上位の３つ。
発生抑制（Reduce），再使用（Reuse），再生利用（Recycle）のこと。
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図 1-1 基 本 計 画 の位 置付 け

柏市一般廃棄物処理基本計画

   処理基本計画

 生活排水処理基本計画

環 境 基 本 法

柏市第五次総合計画

柏市環境基本計画

柏市一般廃棄物処理実施計画

   処理実施計画

 生活排水処理実施計画

柏 市 一 般 廃 棄 物 処 理 計 画

第 四 次 環 境 基 本 計 画

循環型社会形成推進基本法

第三次循環型社会形成推進基本計画

 廃棄物 適正処理 

廃 棄 物 処 理 法

廃 棄 物 処 理 法 基 本 方 針

千 葉 県 廃 棄 物 処 理 計 画

第二期柏市地球温暖化対策計画

 国等 率先  再生品等 調達 推進 

 再生利用 推進 

 個 別 物 品  特 性  応   規 制  

資 源 有 効 利 用 促 進 法

容 器 包 装      法

家 電      法

食 品      法

建 設      法

自 動 車      法

小 型 家 電      法

    購 入 法

廃 棄 物 処 理 施 設 整 備 計 画
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４ 計画期間

計画期間は，現行計画の平成 29 年度から平成 33 年度までの後

期５年間とします。ただし，廃棄物を取り巻く環境の変化を考慮

し，計画策定の諸条件に大きな変動があった場合において見直し

を行うものとします。

５ 計画の対象区域

ごみ処理についての計画の対象区域は，合併前の旧沼南町の区

域を除く旧柏
（注）

地域とし，し尿処理についての計画の対象区域は，

合併前の旧沼南町の区域を含んだ，現在の柏市の全域とします。

（ 注 ） 旧 沼 南 町 の 区 域 の ご み （ し 尿 を 除 く 。 ） の 処 理 計 画 の 策 定 に 関 す

る 事 務 に つ い て は ， 特 別 地 方 公 共 団 体 で あ る 一 部 事 務 組 合 を 設 立 し ， 鎌

ケ 谷 市 と と も に 共 同 処 理 す る 事 務 と し て ， 柏 ・ 白 井 ・ 鎌 ケ 谷 環 境 衛 生 組

合規 約第 ３条 第２ 号及 び別 表第 ２に 規定さ れて いま す。

法 律 上 ， 一 部 事 務 組 合 に よ っ て 共 同 処 理 す る 事 務 は ， そ の 構 成 市 の 権

能 か ら 除 外 さ れ る の で ， ご み （ し 尿 を 除 く 。 ） に つ い て は ， 合 併 前 の 旧

沼南 町の 区域 を除 いた ，対 象区 域の 処理計 画と する もの です 。
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第２章 計画をとりまく状況

１ 柏市の概況

柏市は，千葉県の北西部に位置し，東西の距離は約 18 キ ロメー

トル，南北の距離は約 15 キ ロ メートル，面積は約 114.7 平 方 キロ

メートルです。隣接する市は，東に我孫子市・印西市，利根川を挟

んで茨城県取手市・守谷市，南に鎌ヶ谷市・白井市，西に松戸市・

流山市，北に野田市となっています。

鉄道は，都心から放射状にＪＲ東日本・常磐線，常磐緩行線及び

首都圏新都市鉄道・つくばエクスプレスが，南北には東武鉄道・野

田線 (東武アーバンパークライン )を配し，市内に１０駅があり，道

路は，東京・茨城方面への国道６号線や常磐自動車道，埼玉・千葉

方面への国道 16 号 線が通っており，首都圏の放射・環状両方向の

幹線道路の交差部に位置する交通の要衝となっています。

図 2-1 柏 市 の 概 況
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２ 人口

柏 市 は ， 平 成 27 年 ３ 月 末 日 現 在 で 人 口 410,033 人 ， 179,764

世帯となっています。

人口は，つくばエクスプレス開業を契機とした沿線地域のまち

づくりの進展により，平成 22 年８月に 40 万人を突破し，その後

も緩やかに増加しています。

今後，つくばエクスプレス沿線地域の進展に伴い，当面は人口

増加が続くことが予想されますが，全国的な少子高齢化の流れの

中で，人口の伸びは次第に鈍化し，平成 37 年 をピークに，本市

の総人口は減少に転じると予想されています。

図 2-2 柏 市 の 人 口・ 世帯 数の 推移
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３ ごみの排出状況

平成 27 年度のごみ排出量は，家庭系一般廃棄物が約 8.0 万ｔ，

事業系一般廃棄物が約 3.3 万ｔとなっており，人口及び世帯数が

増加する中，様々な減量施策により家庭系一般廃棄物は減少傾向

にありますが，景気の回復に伴い事業系一般廃棄物は増加傾向に

あります。

今後も，当面，つくばエクスプレス沿線地域整備を中心とした

人口の増加が見込まれるものの，ごみ量は，緩やかに減少傾向で

推移することが見込まれます。

図 2-3 ご み 排 出 量の 推移
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４ 排出原単位の状況

旧柏地域における市民 1 人 1 日当たりのごみの平均排出量（排

出原単位）は，平成 27 年 度で 868g/人 /日 となっており，全国平

均・千葉県平均と比較して，いずれも下回っております。

な お ， こ の 値 は ， 既 に 現 行 計 画 に お け る 平 成 28 年 度 目 標 値

（ 870g）を達成しています。

図 2-4 排 出 原 単 位の 状況

平成 28 年度目標
対平成 22 年度比５％減

870ｇ



9

旧柏地域における市民 1 人 1 日当たりのごみの平均排出量（排

出原単位）の内訳をみると，家庭系は減少傾向にありますが，事

業系は平成 23 年度以降増加傾向となっています。平成 27 年度は，

家庭系 613g/人 /日，事業系 255g/人 /日となっています。

図 2-5 排 出 原 単 位の 状況
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５ 焼却処理の状況

旧柏地域におけるごみの焼却処理は，ごみ量の増加に伴い，柏

市第二清掃工場（以下「南部クリーンセンター」）を建設し，平

成 17 年度から南北二清掃工場体制で処理を行っています。

平 成 27 年 度 の ご み 焼 却 処 理 量 は ， 北 部 ク リ ー ン セ ン タ ー で

60,336t （ 165t/ 日 ） ， 南 部 ク リ ー ン セ ン タ ー で 31,596t （ 86t/

日）となっております。

注 各施設における年間焼却量を，暦日で割り返したもの

図 2-6 焼 却 処 理 日量 の推 移
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６ 資源品の収集量と資源化率の状況

旧柏地域における資源品については，古紙を中心に，収集量，

総資源化率とも，平成 19 年度以降，減少傾向にあります。

これは，新聞，雑誌の購読者の減少等ライフスタイルの変容が

主たる要因と考えられます。また，草木類や焼却灰については，

平成 23 年 度以降は福島第一原子力発電所事故に伴い，基準値を

超える放射性物質が確認されたため，資源化を中止していること

も影響しています。

図 2-7 資 源 品 の 状況

平成 28 年度目標
対平成 22 年度比５％増 33.5％
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７ 最終処分の状況

旧柏地域における最終処分量（柏市最終処分場において埋立処

分する焼却灰の量）については，灰溶融施設を有する南部クリー

ンセンターが本稼動した平成 17 年 度に大幅に減少して以降，横

ばい傾向となっていました。しかし，平成 23 年 度以降は放射性

物質を含む焼却灰について，資源化を中止し，緊急的かつ臨時的

な措置を講じているため，最終処分量が増加しています。

図 2-8 最 終 処 分 量の 推移

平成 27 年度目標
3,500ｔ以下
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８ ごみ処理に係る経費の状況

旧 柏 地 域 に お け るご み 処 理 に係 る 経 費 （減 価 償 却 費を 除 く 原

価）については， 32 億円から 40 億円の間で推移しています。

ごみ処理経費の主な増減要因は，資源品の売却価格の変動（資

源品売却額が上がれば，ごみ処理原価は下がる）にあり，ごみ処

理に要する費用自体は，あまり変化がない状況です。

図 2-9 減 価 償 却 費を 除く ごみ 処理 原価 の推 移

図 2-10 資 源 品 売 却額 の推 移
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第３章 これまでの施策評価

現行計画では，「第１部第５章 これからの施策」として，４

つの基本方針に基づき 36 の具体的な取組みを掲げていました。

ここでは，各取組みごとの実績をまとめ，その進捗評価と施策

を実施出来なかった理由について整理します。

基本方針 

                                 

(1 )ご み 排 出 抑制 に向 けた 指導 ・啓 発活 動

①家庭 系ご みの 減量

【 個 別 施 策 】 啓 発 事 業 の 推 進

≪ 記 載 事 項  ご み 減 量 広 報 紙 や HP に よ る 啓 発 を 行 う 。

 実 績  

  減 量 啓 発 紙               年  回 程 度 発 行  広 報          
 随 時 関 連 事 業  制 度 改 正    含   啓 発  行    

 評 価   評 価 理 由  

 放 射 能 対 策  優 先    啓 発 紙  発 行  見 送   年 度        

【 個 別 施 策 】 環 境 学 習 の 推 進

≪ 記 載 事 項  施 設 見 学 会 ・ イ ベ ン ト を 開 催 す る 。

 実 績  

施 設 見 学 会      実 施 団 体  固 定 化 傾 向      実 施 団 体    好 評  得
      他    館 運 営 委 員 会  委 託   各 種 啓 発 事 業  実 施       教 育
部 門   連 携 及  高 校 生 以 上  参 加 促 進  行            

 評 価   評 価 理 由  

 
教 育 部 門  連 携   環 境 学 習  促 進      小 学 生           
  取 組   主           

評 価 に つ い て

「 ○ 」・ ・ ・ 実 施 し 効 果 が 得 ら れ た も の

「 △ 」・ ・ ・ 実 施 が 一 部 に 留 ま っ た 又 は 効 果 が 十 分 で な か っ た も の

「 × 」・ ・ ・ 実 施 で き な か っ た も の
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【 個 別 施 策 】 買 い 物 袋 持 参 運 動 の 推 進

≪ 記 載 事 項  買 い 物 袋 持 参 運 動 を 推 進 し ， イ ベ ン ト を 企 画 ・ 実 施 す る 。

 実 績  

広 報 等  買  物 袋 持 参      啓 発 記 事  掲 載         景 品       
   配 布 等  行      一 定 以 上  効 果  出         市 単 独  推 進 及   
    企 画  行       

 評 価   評 価 理 由  

 
             袋 有 料 化        加 算    取 組   行  
        市    積 極 的  関 与  行         

②事業 系ご みの 減量

【 個 別 施 策 】 推 奨 制 度 の 拡 大

≪ 記 載 事 項  リ サ イ ク ル 協 力 店 ， エ コ ・ オ フ ィ ス 推 奨 制 度 へ の 取 組 み を 強

化 す る 。

 実 績  

平 成   年 度   新   事 業 系    減 量  積 極 的  取 組   行     企 業  推
奨   制 度  導 入         浸 透  必    十 分      

 評 価   評 価 理 由  

 
制 度 導 入 後  周 知  不 十 分   市 内 事 業 者 及  市 民   制 度  浸 透  
不 十 分        

【 個 別 施 策 】 事 業 系 ご み 排 出 マ ニ ュ ア ル の 作 成 ・ 運 用

≪ 記 載 事 項  事 業 系 ご み 排 出 マ ニ ュ ア ル を 作 成 し ， 事 業 者 説 明 会 を 開 催 す

る 。

 実 績  

一 層    促 進  向   事 業 者 向     減 量 広 報 紙  減 量         作 成   
多 量 廃 棄 物 排 出 者   郵 送  商 工 会 議 所  通   配 付  行     事 業 系    
増 加 傾 向      

 評 価   評 価 理 由  

 事 業 系    増 加 傾 向       

【 個 別 施 策 】 多 量 排 出 事 業 所 へ の 指 導 強 化

≪ 記 載 事 項  廃 棄 物 減 量 計 画 書 の 提 出 ， 多 量 排 出 事 業 所 全 体 と し て の ご み

排 出 状 況 に つ い て は 集 計 し 公 表 。

 実 績  

減 量 計 画 書  提 出 依 頼   市 内  多 量 排 出 事 業 所  行     平 成   年 度 以
降  提 出 率  低 下  続         事 業 所  指 導       効 果 的  指 導   
  事 業 所  選 定   事 業 所  立 入     件 程 度 実 施    

 評 価   評 価 理 由  

 
計 画 書 提 出      様 式  事 業 所     分          関   意
識  低       考      
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(2 )リ ユ ー ス の促 進

【 個 別 施 策 】 再 利 用 品 の 販 売 ・ 情 報 提 供

≪ 記 載 事 項  粗 大 ご み の 家 具 や 放 置 自 転 車 を 修 理 し ， 展 示 ・ 販 売 フ リ － マ

ー ケ ッ ト の 開 催 や ， 各 種 リ フ ォ ー ム ・ 修 理 に つ い て 情 報 を 提

供 す る 。

 実 績  

  啓 発 施 設     館    粗 大    家 具  放 置 自 転 車  修 理   展 示  販 売  
行             開 催         館 不 用 品 交 換 情 報     作 成    
    推 進    

 評 価   評 価 理 由  

  

【 個 別 施 策 】 環 境 物 品 へ の 転 換

≪ 記 載 事 項  環 境 負 荷 の 少 な い 製 品 に 関 す る 情 報 を 発 信 。 リ ユ ー ス 食 器

（ 飲 料 用 カ ッ プ な ど ） の 活 用 促 進 を 検 討 す る 。

 実 績  

広 報 等               通       食 器  推 進  行    

 評 価   評 価 理 由  

  

(3 )資 源 化 の 検証 と促 進

【 個 別 施 策 】 指 定 ご み 袋 に よ る 分 別 徹 底 ・ 資 源 化 の 推 進

≪ 記 載 事 項  指 定 ご み 袋 を 継 続 す る 。 資 源 化 に 適 す る 品 目 の 調 査 と ， 排 出

方 法 や 分 別 区 分 の 見 直 し を 検 討 す る 。

 実 績  

指 定 袋  使 用  定 着    毎 年 実 施        組 成 調 査   結 果    一 定  分
別 水 準  維 持       平 成   年   月   市 内 公 共 施 設   箇 所  携 帯 電 話
   小 型 家 電      回 収  開 始        等  効 率 的  資 源 化  繋    
  

 評 価   評 価 理 由  

  

【 個 別 施 策 】 資 源 化 に 対 す る 適 正 対 価 の 確 保

≪ 記 載 事 項  各 リ サ イ ク ル 法 ル ー ト に よ る 処 理 を 原 則 と し つ つ ， 古 紙 や 金

属 類 等 の 有 価 に よ る 売 却 を 行 う と と も に ， ア ル ミ 等 の 市 場 の

価 格 変 動 が あ っ た し て も 有 価 に よ る 売 却 が 可 能 な 資 源 品 は ，

入 札 方 式 を 採 用 す る 。

 実 績  

古 紙 類 等      市 場 価 格  動 向  注 目   適 正 額  売 却  行      売 却  
関    入 札 方 式  採 用   売 却      

 評 価   評 価 理 由  
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【 個 別 施 策 】 容 器 包 装       類  資 源 化

≪ 記 載 事 項  容 器 包 装 プ ラ ス チ ッ ク 類 の 容 器 包 装 リ サ イ ク ル 協 会 を 通 じ て

の 資 源 化 を 継 続 す る 。

 実 績  

容 器 包 装      協 会  通   資 源 化   再 生 資 源  利 用  繋     

 評 価   評 価 理 由  

  

【 個 別 施 策 】 剪 定 枝  資 源 化

≪ 記 載 事 項  民 間 の 一 般 廃 棄 物 許 可 施 設 で の 剪 定 枝 の 資 源 化 を 検 討 す る 。

 実 績  

資 源 化  関   検 討  進             

 評 価   評 価 理 由  

 放 射 能 問 題  発 生  伴  問 題     資 源 化  困 難      

【 個 別 施 策 】 紙    資 源 化

≪ 記 載 事 項  資 源 化 で き る 紙 の 可 燃 ご み へ の 混 入 率 が 高 い こ と か ら ， 事 業

系 紙 ご み に つ い て 排 出 マ ニ ュ ア ル の 運 用 に 合 わ せ ， 排 出 事 業

者 と 収 集 運 搬 事 業 者 と の 連 携 を 求 め ， 資 源 化 を 推 進 す る 。

 実 績  

事 業 所   指 導  際   紙       重 点 的  行       排 出 事 業 者  収 集
運 搬 事 業 者   連 携  求   資 源 化  推 進  行         具 体 的  取 組   
行          家 庭 系    組 成 調 査  結 果  可 燃    資 源 化    紙 類  
約   混 入         確 認     

 評 価   評 価 理 由  

 
事 業 系        連 携 推 進     情 報   指 導          
欠 如    要 因     家 庭 系         啓 発 不 足  要 因      
    

【 個 別 施 策 】 生    資 源 化

≪ 記 載 事 項  排 出 事 業 者 に お け る 食 品 リ サ イ ク ル 法 に 基 づ く 資 源 化 へ の 取

組 み を 支 援 ， 市 内 学 校 給 食 残 渣 の 堆 肥 化 を 行 う 。 生 ご み 処 理

容 器 等 の 購 入 費 補 助 を 継 続 す る 。

 実 績  

市 内 学 校 給 食 残 渣  堆 肥 化 及  活 用 事 業                   市  
事 業 者  大 学  市 内 小 中 学 校 協 力  下 取  組         生   処 理 容 器 等 購
入 費 補 助 制 度  継 続   生    減 量  実 現      

 評 価   評 価 理 由  

 
周 知 不 足 等  要 因     近 年  生   処 理 容 器 等 購 入 費 補 助 制 度  
利 用 申 請 数  伸  悩        
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【 個 別 施 策 】 焼 却 灰  資 源 化

≪ 記 載 事 項  南 部 ク リ ー ン セ ン タ ー の 焼 却 灰 を 灰 溶 融 施 設 に お け る ス ラ グ

化 ・ メ タ ル 化 に よ る 資 源 化 を 継 続 す る 。 北 部 ク リ ー ン セ ン タ

ー の 焼 却 灰 を 路 盤 材 や エ コ セ メ ン ト 等 と し て 資 源 化 す る 。

 実 績  

南 部           平 成   年  月   焼 却 灰  灰 溶 融      化     
  東 日 本 大 震 災 以 降  焼 却 灰  含    放 射 性 物 質  影 響  懸 念       
 資 源 化        

 評 価   評 価 理 由  

 

南 部           平 成   年  月   焼 却 灰  灰 溶 融      化  
     放 射 能  影 響  懸 念        資 源 化          以
降      同 時  排 出    溶 融 飛 灰 固 化 物  指 定 廃 棄 物       
  処 分               溶 融 設 備  停 止      

 実 績  

北 部           平 成   年 度   焼 却 灰  一 部  路 盤 材          
 処 分       東 日 本 大 震 災 以 降  焼 却 灰  含    放 射 性 物 質  影 響  懸
念        資 源 化        

 評 価   評 価 理 由  

 

北 部           平 成   年 度    焼 却 灰  一 部  路 盤 材    
       再 利 用       東 日 本 大 震 災  伴  原 発 事 故 以 降  焼 却
灰  放 射 性 物 質  含               平 成   年 度   資 源 化
 業 者 確 保            
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基本方針 

協働 推進 環境美化        一歩前  

(1)３Ｒ の推 進に 係る 協働

①地域 との 連携

【 個 別 施 策 】 地 域 組 織   連 携 維 持

≪ 記 載 事 項  町 会 組 織 を 始 め と す る 地 域 と 市 と の 連 携 を 継 続 的 ， 良 好 に 維

持 す る 。

 実 績  

希 望   町 会  対    減 量 説 明 会  行       町 会 等  資 源 品  排 出 量  応
  報 償 金  支 給      

 評 価   評 価 理 由  

  

【 個 別 施 策 】 排 出 指 導  継 続

≪ 記 載 事 項  違 反 ご み 出 し が 多 い 集 積 所 周 辺 住 民 へ の 分 別 指 導 ， 直 接 個 別

訪 問 指 導 を 継 続 す る 。 転 入 手 続 担 当 部 署 に お け る ご み 出 し カ レ

ン ダ ー 配 付 の 調 整 ， 多 量 に 必 要 と な る 場 合 の 管 理 会 社 を 通 じ て

の ご み 出 し カ レ ン ダ ー を 配 付 す る 。

 実 績  

違 反   出   多  集 積 所      利 用 者    要 望  応   分 別  指 導  行  
     管 理           地 図 情 報  改 善  行     集 積 所 管 理 業 務  
効 率 化  図      出             町 会  管 理 会 社  連 絡  取   適 正
枚 数  配 布  努    

 評 価   評 価 理 由  

  

②市民 ・事 業者 との 協働

【 個 別 施 策 】 特 定 世 代 向  分 別        作 成 等

≪ 記 載 事 項  ご み の 分 別 に 関 す る 若 者 向 け の 啓 発 メ ニ ュ ー の 充 実 の 検 討 を

行 う 。

 実 績  

  推 進 啓 発 紙                若 年 層  手  伸            
  一 新        内 容  子 育  世 代    意 識          高 校 生  大 学
生    若 年 層          啓 発          行            

 評 価   評 価 理 由  

 市 内  居 住     若 年 層  意 識   方     効 果     考      
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【 個 別 施 策 】            館 事 業

≪ 記 載 事 項  リ サ イ ク ル プ ラ ザ リ ボ ン 館 の Ｈ Ｐ 運 営 や 広 報 紙 作 成 ， 不 用 品

交 換 制 度 等 の 新 た な 業 務 取 組 み へ の 支 援 を 行 う 。

 実 績  

   館  行    不 用 品 交 換    諸 事 業  支 援      館 広 報 紙       
 館      作 成  補 助  行   柏 市 公 式     掲 載   多   市 民  閲 覧    
      

 評 価   評 価 理 由  

  

(2 )適 正 処 理 ・安 定処 理の ため の協 働

①地域 との 連携

【 個 別 施 策 】   捨  防 止

≪ 記 載 事 項  環 境 美 化 サ ポ ー タ ー や 路 上 喫 煙 指 導 員 と 連 携 し 地 域 の 環 境 美

化 を 推 進 。 ぽ い 捨 て 防 止 の 推 進 の た め ， 路 上 禁 煙 に 取 り 組 む 。

 実 績  

柏 市 環 境 美 化         生 活 圏  中 心    清 掃 及  活 動  対   支 援  実
施       路 上 喫 煙 等 防 止 指 導 員          啓 発 物 資 等  見 直   行
  環 境 美 化  路 上 喫 煙 等 防 止  推 進  努   過 料 徴 収 件 数  年  減 少 傾 向   
  

 評 価   評 価 理 由  

  

【 個 別 施 策 】 不 法 投 棄 対 策  推 進

≪ 記 載 事 項  不 法 投 棄 へ の 対 応 。 市 民 ・ 事 業 者 ・ 警 察 ・ 市 ・ 県 等 に よ る 連

携 し た 監 視 に よ る 緊 密 な 情 報 交 換 を 図 り ， 未 然 防 止 に 取 り 組

む 。

 実 績  

不 法 投 棄  件 数  量    減 少        広 報 誌     等  用   啓 発 活 動  
行    平 成   年   月  不 法 投 棄 防 止     移 設    

 評 価   評 価 理 由  

  

②研究 機関 との 協働

【 個 別 施 策 】 安 全  廃 棄 物 処 理

≪ 記 載 事 項  各 種 研 究 機 関 と 連 携 を 図 り ， 廃 棄 物 の 安 全 な 最 終 処 分 や 管 理

の 方 法 に 関 す る 知 見 を 得 る よ う 努 め る 。

 実 績  

放 射 性 物 質  含  焼 却 灰 等  最 終 処 分 等  関    各 種 研 究 機 関 等  知 見  踏
  検 討  進    

 評 価   評 価 理 由  
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【 個 別 施 策 】 高 齢 化 社 会     清 掃 行 政

≪ 記 載 事 項  各 種 研 究 機 関 と 連 携 を 図 り ， 粗 大 ご み の 収 集 を 始 め と す る 高

齢 化 が 進 展 し た 社 会 に お け る 清 掃 行 政 に 関 す る 課 題 に つ い て

検 討 し ， 安 定 し た ご み 処 理 の 方 法 に 関 す る 知 見 を 得 る よ う 努

め る 。

 実 績  

他 自 治 体  事 例  調 査       課 題  解 決     福 祉 部 門  情 報 交 換  行  
     各 種 研 究 機 関   連 携  行       

 評 価   評 価 理 由  

 他 市  事 例 調 査  福 祉 部 門   協 議  優 先      
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基本方針 

経費削減 使   金      

(1 )維 持 管 理 業務

・北 部ク リー ンセ ンタ ー， 南部 クリ ーンセ ンタ ー

≪ 記 載 事 項  民 間 委 託 に よ る 維 持 管 理 に つ い て 安 定 的 な 処 理 体 制 を 継 続 。

ぽ い 捨 て 防 止 の 推 進 の た め ， 路 上 禁 煙 に 取 り 組 む 。

 実 績  

南 北  両             民 間    長 期 管 理 委 託  基    安 定 的  処 理
体 制  継 続    

 評 価   評 価 理 由  

  

・プ ラス チッ ク圧 縮保 管施 設

≪ 記 載 事 項  適 正 に 施 設 の 維 持 管 理 が な さ れ ， 容 器 包 装 プ ラ ス チ ッ ク 類 の

容 器 包 装 リ サ イ ク ル 協 会 を 通 じ て の 資 源 化 が で き る よ う に ，

安 定 的 な 処 理 体 制 を 継 続 す る 。

 実 績  

委 託 契 約  締 結   団 体     圧 縮 保 管 施 設  安 全  管 理     安 定 的  資 源
化   処 理 体 制  継 続    

 評 価   評 価 理 由  

  

(2 )収 集 運 搬 業務

≪ 記 載 事 項  ご み 収 集 を 安 定 的 に 継 続 す る た め の ， 民 間 委 託 の 導 入 に つ い

て 検 討 。 仮 に 民 間 委 託 を 導 入 す る 場 合 で あ っ て も ， す べ て の

業 務 を 一 斉 に 民 間 委 託 す る の で は な く ， 部 分 的 な 委 託 か ら 始

め る な ど ， よ り 安 定 的 で 確 実 な 収 集 が 行 わ れ る よ う 留 意 す る

と と も に ， 費 用 対 効 果 の 大 き い 内 容 と な る よ う ， 調 査 ・ 検 討

す る 。

 実 績  

民 間 委 託 導 入     検 討  行   平 成   年   月   家 庭 系   収 集  一 部  
   民 間 委 託  開 始    

 評 価   評 価 理 由  
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(3 )広 域 処 理 に関 する 検討

≪ 記 載 事 項  旧 沼 南 町 域 に 関 し て は ， 市 町 合 併 と い う 特 別 な 事 情 の 中 で

柏 ・ 白 井 ・ 鎌 ヶ 谷 環 境 衛 生 組 合 に よ る 広 域 処 理 が 継 続 さ れ ，

柏 市 全 体 と し て ， ３ つ の 清 掃 工 場 と ２ つ の ご み 処 理 ル ー ル が

存 在 す る こ と と な り ， 発 生 ご み 量 と 焼 却 可 能 量 と の 乖 離 ， 市

民 の ご み 処 理 に 関 す る 制 度 差 異 や 負 担 費 用 の 不 均 衡 等 と い っ

た 問 題 が 生 じ ， 今 後 の 課 題 と な っ て い る 。 柏 市 全 域 に お け る

ご み 処 理 ル ー ル の 統 一 を 前 提 と し た 上 で ， よ り 効 率 的 な メ リ

ッ ト の あ る 広 域 処 理 に つ い て ， 検 討 す る 。

 実 績  

柏  白 井  鎌  谷 環 境 衛 生 組 合  定 期 的   市  制 度 検 討 会  開 催   資 源    
収 集 等  具 体 的  項 目      統 一 的  処 理  可 能      検 討  進     
  柏 市  我 孫 子 市 一 般 廃 棄 物 広 域 処 理 研 究 会       両 市   広 域 化  集 約
化  必 要 性 等     検 討       平 成   年 度 以 降  広 域 処 理  可 能 性  検
討      近 隣 市 等  検 討  協 議  進      

 評 価   評 価 理 由  

 

近 隣 各 市  施 設 更 新 時 期     実 情  把 握  課 題 解 消  向   検 討  
調 整  時 間  要      広 域 処 理  検 討  具 体 的  進    必 要    
 処 理 施 設  維 持 管 理      将 来 的  方 向 性  定    至      
     

(4 )ご み 処 理 手数 料の 改定 の検 討

≪ 記 載 事 項  平 成 13 年 ４ 月 以 後 ， 実 質 的 な 改 定 が 行 わ れ て い な い た め ，

ご み の 収 集 や 焼 却 と い っ た 処 理 サ ー ビ ス （ 受 益 ） と そ の 手 数

料 （ 負 担 ） の 適 正 な あ り 方 を 精 査 し ， 手 数 料 の 改 定 を 検 討 す

る 。

 実 績  

消 費 税 増 税 分  改 定  実 施  改 定 検 討  一 環    他 市  改 定 状 況     調 査
 行     受 益  負 担    方  精 査  不 十 分      

 評 価   評 価 理 由  

 
放 射 能 問 題  発 生  伴  事 業 者 負 担  増 加     手 数 料  実 質 的 改 定
 時 期  検 討  時 間  要      
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基本方針 

適正処理 推進  安 定処理 継続 安全  安 心   処理     

(1 )法 令 遵 守 と適 切な 情報 公開

≪ 記 載 事 項  平 成 20 年 の 中 核 市 移 行 後 ， 一 般 廃 棄 物 処 理 施 設 の 設 置 許 可

権 限 を 新 た に 有 し た こ と に 伴 い ， よ り 厳 格 な 運 用 が 求 め ら れ

て い る 。 福 島 第 一 原 子 力 発 電 所 事 故 の 発 生 に 伴 う 放 射 性 物 質

を 含 む 焼 却 灰 の 取 扱 い に つ い て だ け で な く ， 環 境 基 準 の 遵 守

や ， ダ イ オ キ シ ン 対 策 等 ， 環 境 対 策 に つ い て も ， 柏 市 は 万 全

を 期 し ， 関 係 情 報 に つ い て ， 適 切 に 情 報 公 開 を 実 施 す る 。

 実 績  

各 種 放 射 能 対 策          通   適 切  情 報 公 開  実 施    環 境 基 準  
遵 守             環 境 対 策       特        類  環 境 測 定
結 果  各         入 口  掲 示   他  広 報    等  情 報 公 開  実 施    

 評 価   評 価 理 由  

  

(2 )危 機 管 理

≪ 記 載 事 項  焼 却 灰 の 最 終 処 分 に 関 し て は ， 飛 散 ・ 流 出 防 止 対 策 や 放 射 線

漏 出 対 策 が 十 分 な 最 終 処 分 方 法 を 選 択 す る と と も に ， 長 期 に

わ た っ て 適 切 に 焼 却 灰 が 管 理 さ れ る よ う ， 確 認 す る 。 焼 却 施

設 か ら の 排 水 や 排 気 の 中 に 放 射 性 物 質 が 含 ま れ る こ と の な い

よ う ， 適 切 な 維 持 管 理 を 行 い ， 安 定 的 な 処 理 を 継 続 す る 。 危

機 管 理 マ ニ ュ ア ル に つ い て は 震 災 経 験 を 活 か し ， 個 別 具 体 の

内 容 と な る よ う 見 直 し を 行 う 。

 実 績  

焼 却 灰  最 終 処 分       放 射 性 物 質 汚 染 対 処 特 別 措 置 法  処 理 基 準  満
  市 外  最 終 処 分 場   処 分  継 続          定 期 的  処 分 先  現 地 確
認  実 施      焼 却 施 設  適 切  維 持 管 理  行     安 定 的  処 理  継 続  
    現 在  危 機 管 理        東 日 本 大 震 災 以 降  作 成     他  地 域
防 災 計 画  踏    環 境 部     震 災 時 初 動 対 応 等  整 備    

 評 価   評 価 理 由  

  



25

(3 )適 正 な 中 間処 理

・北 部ク リー ンセ ンタ ー， 粗大 ・不 燃ごみ 処理 施設

≪ 記 載 事 項  平 成 34 年 ３ 月 の 長 期 責 任 委 託 終 了 時 に は ， 稼 動 か ら 30 年 が

経 過 す る 。 柏 地 域 で 唯 一 の 粗 大 ・ 不 燃 ご み 処 理 施 設 に つ い て

委 託 期 間 が 終 了 す る ま で の 間 ， 中 間 処 理 に 支 障 を 来 た さ ぬ よ

う ， 運 用 を 図 り ， 施 設 周 辺 町 会 等 の 意 見 を 踏 ま え な が ら ， 施

設 の 将 来 像 に つ い て ， 検 討 す る 。

 実 績  

施 設  設 備 等  健 全 度 評 価   年   度 実 施   精 密 機 能 検 査  実 施      
   概  良 好  状 態       確 認        施 設  将 来 像  検 討      
現 状 把 握  基 本 的  考  方  中 間 的  整 理    

 評 価   評 価 理 由  

 
指 定 廃 棄 物  仮 保 管  関   対 応 等  緊 急 的  優 先    課 題  新   
生      

・南 部ク リー ンセ ンタ ー

≪ 記 載 事 項  平 成 37 年 ３ 月 ま で の 長 期 責 任 委 託 に よ り 適 時 適 切 に 点 検 整

備 が 実 施 さ れ ， 施 設 の 運 転 状 況 は 良 好 に 維 持 さ れ て い る 。 施

設 の 将 来 像 に つ い て ， 北 部 ク リ ー ン セ ン タ ー の 将 来 像 の 検 討

に 併 せ ， 施 設 周 辺 町 会 等 の 意 見 を 踏 ま え な が ら ， 検 討 す る 。

 実 績  

 年   度 実 施   精 密 機 能 検 査  実 施         概  良 好  状 態       
定 期 的  確 認        施 設  将 来 像  検 討      現 状 把 握  基 本 的  考
 方  中 間 的  整 理    

 評 価   評 価 理 由  

 
指 定 廃 棄 物  仮 保 管  関   対 応 等  緊 急 的  優 先    課 題  新   
生      

・柏 市リ サイ クル プラ ザ

≪ 記 載 事 項  柏 市 リ サ イ ク ル プ ラ ザ は ， 適 切 な 維 持 管 理 を 行 っ て お り ， 施

設 の 運 転 状 況 は 良 好 に 維 持 さ れ て い る 。 引 き 続 き ， 最 適 な 処

理 体 制 に つ い て 検 討 す る 。

 実 績  

毎 年 点 検  行       委 託 業 者    現 場 確 認  随 時 行   異 変     箇 所
等      対 応  行      平 成   年 度   施 設  引  続  安 定 的  使 用   
      精 密 検 査  行   今 後  長 寿 命 化 計 画  繋      

 評 価   評 価 理 由  
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(4 )安 定 的 な 最終 処分

・市 外最 終処 分場 委託

≪ 記 載 事 項  平 成 24 年 度 以 降 ， 市 外 最 終 処 分 場 で の 最 終 処 分 委 託 を 開 始

す る 。 委 託 先 に つ い て 搬 出 先 の 自 治 体 の 理 解 を 十 分 に 得 た 上

で ， 安 定 処 理 が な さ れ る こ と を 最 優 先 に ， 費 用 負 担 を 考 慮 し

選 定 す る 。 埋 立 物 の 排 出 者 と し て ， 安 定 的 な 最 終 処 分 が な さ

れ て い る こ と を 定 期 的 に 確 認 す る 。

 実 績  

複 数  市 外 民 間 最 終 処 分 場   委 託 処 理  行        安 定 処 理  継 続    
   費 用 負 担  比 較 検 討  優 先   選 定   至        適 正   安 定 的  
最 終 処 分          定 期 的  現 地 確 認  実 施      

 評 価   評 価 理 由  

 
本 市    焼 却 灰  福 島 第 一 原 子 力 発 電 所 事 故 由 来  放 射 性 物 質  
含         広  公     以 降  受  入  可 能    民 間 最 終 処 分
場  限         

・家 庭ご み有 料化 の検 討

≪ 記 載 事 項  最 終 処 分 の 市 外 へ の 委 託 開 始 に 当 た り ， 市 外 最 終 処 分 場 も 無

限 に 処 理 余 力 が あ る も の で は な い こ と を 十 分 に 認 識 し つ つ ，

今 後 も 有 料 化 の メ リ ッ ト や デ メ リ ッ ト に つ い て ， 引 き 続 き 検

討 す る 。

 実 績  

平 成   年 度  中 核 市  一 部 事 務 組 合  対        調 査  実 施   家 庭   
有 料 化  影 響     検 討       平 成   年 度 六 市 清 掃 協 議 会    有 料 化
 行   千 葉 市  含   近 隣 市   継 続 的  情 報 交 換  行    

 評 価   評 価 理 由  

  

・資 源化 の推 進

≪ 記 載 事 項  南 部 ク リ ー ン セ ン タ ー の 溶 融 炉 の 稼 動 に よ っ て ， 焼 却 灰 の 最

終 処 分 （ 埋 立 て ） 量 が 北 部 ク リ ー ン セ ン タ ー の 約 10 分 の １ と

少 な く な っ た ほ か メ タ ル や ス ラ グ の 資 源 化 を 推 進 し て い る 。

最 終 処 分 の 市 外 委 託 開 始 に 併 せ ， 北 部 ク リ ー ン セ ン タ ー か ら

排 出 さ れ る 焼 却 灰 に つ い て も 資 源 化 を 推 進 す る 。

 実 績  

焼 却 灰  含    放 射 性 物 質  影 響   市 内 埋 立  不 可 能     平 成   年  月
  市 外   処 分 委 託  開 始        放 射 能 問 題  依 然    継 続      
  資 源 化  検 討  行       

 評 価   評 価 理 由  

 
東 日 本 大 震 災  伴  福 島 第 一 原 子 力 発 電 所 事 故 以 降  焼 却 灰  放 射 性
物 質  含                焼 却 灰  処 分 先  安 定 確 保  最  
優 先    事 項        
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第４章 ごみ処理における課題

本市のごみの排出状況，組成調査，ＷＥＢによる市民アンケート

等の結果を踏まえ，ごみ処理における課題を整理します。

１ 排出段階での課題

(1) 家庭系ごみ

① 排出量

近年，旧柏地域における家庭系ごみの排出原単位は減少傾向で

推移しており，千葉県平均より少ない現状にあります。しかしな

がら，市川市，松戸市等の近隣自治体よりは多い状況にあり，さ

らなる減量が課題となっています。

図 4-1 千 葉 県 内 市町 村と の比 較

（平 成 26 年 度 家 庭 系ご みの 排出 原単 位）
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② 資源化可能物の混入・分別の不徹底

今回，家庭系可燃ごみの排出状況について調査した結果，資源

化可能な紙類が平均約６％混入していることが分かりました。

また，市民アンケートでは，ざつ紙を資源ごみの日に出してい

ると回答された方は 36.9%に 留まっており，資源化可能な紙類が

ごみとして排出され資源化されていないことが課題となっていま

す。

図 4-2 ご み 組 成 調査 結果 （混 入物 の割 合）

図 4-3 市 民 ア ン ケー ト（ 問 17） 結 果

次に，分別の取組について，市民アンケートでは，「分からな

いものは混ぜて出している」，「あまり心がけておこなっていな

い」又は「おこなっていない」との回答が 33.2％ 見 られ ， 不 燃

ごみを排出する際電池を取り除かずにそのまま不燃ごみに出され

ている方が９ %に及んでいます。また，容器包装プラスチック類

について平成 26 年 度の容器包装ベールの品質評価で禁忌品の混

問 17 は が き や ト イ レ ッ ト ペ ー パ ー の 芯 、 封 筒 、 メ モ 用 紙 な ど の ざ つ 紙 は 、 主 に

ど の よ う に 出 し て い ま す か 。

  他
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入により評価が下がるなど，資源化可能物以外の混入もみられる

など，分別の不徹底が課題となっています。

図 4-4 市 民 ア ン ケー ト（ 問６ ）結 果

図 4-5 市 民 ア ン ケー ト（ 問 19） 結 果

問 19 リ モ コ ン 、 時 計 、 お も ち ゃ 等 を 不 燃 ご み で 出 す 際 、 使 用 さ れ て い た 電 池

は 、 取 り 除 い て 有 害 ご み の 日 に 出 し て い ま す か 。

問 ６ ご み の 分 別 は ど の 程 度 行 っ て い ま す か 。
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③ 情報周知の不足

柏 市 が お こ な っ て い る 施 策 に つ い て ，市 民 ア ン ケ ー ト で は ，

「知っているものはない」との回答が 44.1％ と なっ て い ます 。

また，今後必要な施策として多くの方が「分別が分かりにくいも

のを広報などで定期的に取り上げること」をあげており，情報周

知の不足も課題となっています。

図 4-6 市 民 ア ン ケー ト（ 問 12） 結 果

④ 高齢化社会への対応

全国的に高齢化社会が進んでおり，全国の高齢化率は 26.7％

（平成 27 年 10 月１日現在）となっています。現在の本市におけ

る高齢化率は 23.8％ （平成 27 年 ４月１日現在）で，千葉県内市

町村と比べると 44 位（全 54 市町村）と低い状況ですが，今後は

増加していくと予想されます。高齢者の増加に伴い，日常生活に

おけるごみの排出が困難になる市民も増えると考えられるため，

これらの市民をサポートする体制の構築が必要です。

  清掃施設見学会 実施     減量説明会 開催

                    減量広報紙              発行

           実施   生  処理容器等購入費 補助

  出前授業 市内小学生対象        教室    館                 館 

        家具 自転車 販売    館 

                         館不用品交換情報    

     推進事業所   推進店推奨制度    小型家電     回収

     他    知         

問 12 柏 市 が お こ な っ て い る 以 下 の 施 策 に つ い て 、 知 っ て い る も の を 全 て お 選 び

く だ さ い 。
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(2) 事業系ごみ

① 排出量

近年，事業系の排出量は増加傾向にあり，その減量が課題とな

っています。

図 4-7 事 業 系 ご み総 排出 量の 推移

２ 収集運搬に関する課題

平成 27 年 10 月から可燃ごみ等の一部の収集事業において，民

間委託に移行しています。しかしながら，ごみ収集業務を担う市

職員数は年々減少かつ高齢化しており，安定的なごみ収集を継続

するため，民間事業者への委託について引き続き検討が必要な状

況にあります。

３ 中間処理に関する課題

(1) 焼却施設

柏市全体では，柏・白井・鎌ヶ谷環境衛生組合が運営する「ク

リーンセンターしらさぎ」，柏市が運営する「北部クリーンセン

ター」及び「南部クリーンセンター」の３つの焼却施設があり，

その中でも，「北部クリーンセンター」と「クリーンセンターし

らさぎ」は，施設の老朽化が進んでいることから，各清掃施設を

合理的かつ効率的に維持・更新・修繕していく必要があります。
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(2) リサイクル施設

現施設は施設の稼働から 14 年 が経過し，今後老朽化が進んで

いくことから，長寿命化計画の策定，計画に基づく対策工事を行

い施設機能の維持・更新を図る必要があります。

図 4-8 ご み 処 理 関連 施設 一覧 （平 成 28 年 ４ 月 １ 日現 在）

施 設 名 稼働開始年月 稼動年数 場 所

 北部         焼却工場   年  月   年 船戸山高野    

 南部         焼却工場    年  月   年 南増尾     

 粗大  処理施設 破砕施設    年  月   年  月 船戸山高野    

 柏市         選別 加工施設    年  月   年 十余二        
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４ 最終処分に関する課題

最終処分量の推移をみると，近年大幅に増加しており，現行計

画の目標値（平成 27 年度 3,500t 以下）を達成できていません。

平成 23 年 度以降，焼却灰から基準値を超える放射性物質が確認

されたため，焼却灰等の資源化を中止していることが要因です。

現在も，放射性物質を含む草木類の焼却量等を調整しながら，処

理を継続する必要性があることから，最終処分量やその処理費用

を軽減できないことなどが課題となっています。しかしながら，

放射能濃度は徐々に減少する傾向がみられることから，今後は，

最終処分量の削減や処理費の軽減を目指す必要があります。

図 4-9 最 終 処 分 量の 推移
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５ 廃棄物処理費用に関する課題

１人当たりのごみ処理費の推移をみると，約 9,000～ 11,000 円

の間で横ばい状況が続いています。今後の処理費用の動向をみな

がら，ごみの減量やリサイクルに対する施策について検討してい

く必要があります。

図 4-10 １ 人 当 た りの ごみ 処理 費の 推移 （減 価償却 費を 除く ）

６ 災害発生時の廃棄物処理に関する課題

現在，本市の災害発生時の廃棄物処理については，地域防災計

画に位置付けています。しかし，東日本大震災をはじめ，豪雨・

竜巻・台風・地震等の甚大な被害をもたらす災害が近年増加して

いることから，より迅速かつ円滑に対応できるよう災害廃棄物処

理計画の策定や体制の整備が求められています。



35

７ 放射能に関する課題

東日本大震災に伴う福島第一原子力発電所の事故により放出さ

れた放射性物質を含むごみを焼却した結果，指定廃棄物（放射能

濃度が１キログラムあたり 8,000 ベクレルを超える焼却灰）が生

じたため，柏市では仮保管を行っています。指定廃棄物について

は，国の責任のもと，適切な方法で処理することとなっており，

現在，指定廃棄物長期管理施設の候補地選定等が進められていま

す。国が同施設を確保するまで，指定廃棄物の適切な保管を継続

する必要があります。

８ １市２制度に関する課題

柏市は旧柏市域と旧沼南町域の１市２制度が継続していること

から，効率性，しいては均衡ある市民サービスの提供に向けて，

その改善が求められています。
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第５章 基本理念等及び計画目標

１ 基本理念

柏市は，これまでの計画において「ごみ処分ゼロ社会」「循環

未来都市かしわ」を基本理念とし，循環型社会形成の推進に取り

組んでまいりました。

その結果，ごみ排出量は減少し，市民１人１日当たりの排出量

についても現行計画の目標を達成しています。

しかしながら，人口減少という局面を迎えるに当たり，柏市に

は，さらなる廃棄物の削減や収集運搬・中間処理などの各段階に

おいて効率化を図り，より無駄のない廃棄物行政が求められてい

ます。

また，地震や風水害等の大規模な災害が発生し市民の安全安心

に関する意識が高まっている今日，災害時における廃棄物処理の

安定した継続と災害により発生する廃棄物の適正かつ円滑な処理

が求められています。

さらに，柏市には，現在の豊かな自然環境だけでなく，便利で

快適な社会状況や財政状況も含めて，次世代の負担とならないよ

うに，承継すべき環境を目指す努力が求められています。

経費負担を削減しつつ，ごみ量削減を目指し，かつ，ごみ処理

体制に関するリスクを削減しようとする今後の取組みを総称し，

「スリムかしわ～豊かな環境の承継のために」として提唱し，柏

市の本計画における基本理念とします。
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２ 基本方針

基本理念の実現に必要な要素として，以下の５項目を基本方針

とします。

現行計画では，①３Ｒのために１ＴＲＹ②協働の推進③経費削減

④適正処理の推進・安定処理の継続の４項目を基本方針としていま

した。

その後国は，「第四次環境基本計画」において廃棄物等について，

①発生抑制②再使用③再生利用④熱回収⑤適正処分の優先順位に従

い対策を進める旨を明記し，第３次循環型社会推進計画（平成 25

年５月策定）においてリサイクルより優先順位の高い２Ｒ（リデュ

ース・リユース）の取組みがより進む社会経済システムの構築を明

記しました。

このような国の方向性を受け，柏市一般廃棄物処理基本計画の基

本理念「スリムかしわ」を実現するため，基本方針の３Ｒに関する

項目を，『①発生抑制を最優先とした３Ｒのために１ＴＲＹ』とし

ます。「ごみとなるものを買わない」，「食材などを使い切る」，

「分別を徹底する」といった環境負荷の少ないライフスタイルの実

現に向けて，家庭や職場でできる身近な取組みを進める機会の創出

を図ります。

① 発生抑制を最優先とした３Ｒのために１ＴＲＹ

② 協働の推進

③ 経費削減

④ 適正処理の推進・安定処理の継続

⑤ 安全安心なごみ処理

家庭で１ＴＲＹ（例） 職場で１ＴＲＹ（例）

水きり エコバッグ

の利用
紙類の資源化分別の徹底食材の使いきり

・食べきり
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また，ごみ排出量のさらなる削減や適正排出を実現するためには，

市 民・ 事 業者 ・行 政 がそ れ ぞれ の役 割 を果 た し， 相互 に 連携 し て

様々な施策に取り組んでいくことが不可欠であるため，より一層の

『②協働の推進』を図ります。

柏市では，廃棄物の収集運搬費や中間処理施設等の維持管理費の

抑制に向け，ごみ収集量及び処理量の削減だけでなく一部の収集運

搬や北部クリーンセンター，南部クリーンセンターの維持管理の民

間委託などに取り組んでいます。しかし，市の財政状況は厳しく，

限られた財源の中で、安定したごみ処理を継続していくため，引き

続き『③経費節減』に努めます。

近年，災害時の廃棄物処理に関する問題が顕在化し，国民の安全

意識が高まる中，国は第四次環境基本計画に「有害物質の適正処理

や災害に強い廃棄物処理体制の構築など安全・安心の観点からの取

組を強化する」旨を明記しました。このようなことを受け，これま

での基本方針にあった『④適正処理の推進・安定処理の継続』に加

え，特に災害廃棄物や有害物質に係る項目として，新たに『⑤安全

安心なごみ処理』を追加します。

【ことばの解説】協働
市民・事業者・市などが，それぞれの立場に応じた役割分担のもとで，環境保全やまち

づくりなどに関する共通の目標，理念を持ち，その実現に向けた取組みを行うときの協調
的関係のこと。
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図 5-1 基 本 理 念 と基 本方 針

 協 働  推 進

 環境美化        一歩前  

     及 適正排出 推進 係 協働

   適正処理 安定処理    協働

   法令遵守 適切 情報公開

   適正 中間処理

   安定的 最終処分

 適正処理 推進 

安定処理 継続

   危機管理

   災害廃棄物 処理体制 

整備

   危険物及 有害物質 含

 廃棄物 適正排出

基本理念

 安全安心   処理

 発生抑制 最優先             

                     

(1) ごみ発生抑制に向けた指導・啓発活動

(2) リユースの促進

(3) 資源化の検証と推進

 使   金       

 経費 削減

   維持管理業務

   収集運搬業務

   広域処理 関  検討

     処理手数料 改定

 検討
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３ 計画目標

目標値の設定に当たっては，ごみ処理の現況を踏まえつつ，国の

基本方針や県計画において示された新たな目標等を考慮し，効果的

な施策の展開によって実現を目指す新たな目標値を定めることとし

ます。

(1) 排出原単位

旧柏地域の１人１日当たりのごみ排出量（排出原単位）は平

成２７年度実績８６８ g で，国の第三次循環型社会形成推進基

本計画の目標値８９０ g（目標年次平成３２年度）を前倒しで

達成しています。

この様な中にあっても，本計画では，さらなる減量を目指し，

国の基本計画の目標値（目標年次平成３２年度）が平成２６年

度対比６％減でありこの割合を本計画の目標年次平成３３年度

まで推移すると平成２６年度対比７％減であることを踏まえ，

旧柏地域の排出原単位を平成３３年度までに平成２６年度の実

績８９２ g か ら７％減の８３０ g 以 下にすることを目標としま

す。

(2) １人１日当たりの家庭系ごみ排出量

１人１日当たりの家庭系ごみ排出量は，平成２６年度実績４

４２ g であり，国の基本計画及び県計画の目標値５００ｇ（目

標年次平成３２年度）を前倒しで達成しています。

このような中にあっても，本計画では，従前の減量施策に加

えて新たな減量施策の実施による一層の減量を目指し，平成３

３年度までに平成２６年度の実績から５０ g 減 の３９２ g 以 下

にすることを目標とします。

８３０ｇ以下：平成２６年度比約７％削減

（目標平成３３年度）

３９２ｇ以下：平成２６年度実績から５０g 減

※資源品を除く（目標平成３３年度）
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(3) 総資源化率

推計による平成３３年度の総資源化率は，平成２６年度の総

資源化率から約２％減の２１．６％となり，数値の伸びは見込

むことができない状況です。

総資源化率を伸ばすには，資源回収量を増やす必要がありま

すが，これはごみ排出量全体を増加させることになり，発生抑

制（リデュース）につながりません。また，ペットボトルやビ

ンの製造技術の向上による軽量化，文書等のペーパーレス化が

進展しており，回収量は今後も減少する可能性があります。

このような現状を考慮し，分別の徹底や新たな資源化施策の

実施により平成２６年度の総資源化率からの減少幅を推計の半

分に留め，総資源化率約２２．５％を目標とします。

(4) 最終処分量（埋立量）

平成２４年度以降，柏市は市内において焼却灰を埋立て処分

するための最終処分場を保有しなくなったことから，焼却灰等

の最終処分を市外施設において委託処理していることを考慮し，

最終処分量の目標は，国の基本方針より高い目標とします。

平成２６年度実績１２，４３２ t と比較し約１８％削減する

目標です。

※ 柏市における放射性物質を含む焼却灰等の処理については，

本計画策定時点に至っても，焼却灰等の資源化の中止や，草

木類の焼却量調整といった，緊急的かつ臨時的な措置を継続

しています。

上記目標値は，今後も同様の措置を継続することを想定し，

設定したものです。

約２２.５％

（目標平成３３年度）

１０，２００ｔ以下：平成２６年度比約１８％減

（目標平成３３年度）
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旧沼南地域における計画と目標について

旧沼南町の区域のごみ（し尿を除く）については，柏・白井・鎌ヶ谷環境衛生組合にお
いて策定された「一般廃棄物処理基本計画（ごみ編）」に従い，取組みを進めています。
直近の計画は，平成 25 年３月に改定されており，平成 29 年度を目標年度として目標値

等が定められています。
目標の設定項目及び数値は以下のとおりです。

(1)排出原単位

平成 23 年度比 約５％削減
（平成 23 年度：824g → 平成 29 年度：782g 以下）

(2)総資源化率

平成 23 年度比 約５ポイント増加
（平成 23 年度：23.3％ → 平成 29 年度：28.3％以上）

(3)最終処分量（埋立量）

平成 23 年度比 １割以上の削減
（平成 23 年度：4,129t → 平成 29 年度：3,500t 以下）


